
ⅰ強力な誘致活動の展開
ⅰ強力な誘致活動の展開

ⅱ充実した優遇制度の提供
ⅱ充実した優遇制度の提供

ⅲオーダーに即応できる体制
ⅲオーダーに即応できる体制

ⅳ優れた人材の育成と確保
ⅳ優れた人材の育成と確保

Ⅲ立地企業のフォローアップ
Ⅲ立地企業のフォローアップ

・トップセールス
・首都圏、関西圏等での誘致活動強化
・全職員による誘致活動 など

・「企業立地促進法」関連施策の活用
・産業集積促進助成金
・ビジネスパーク立地促進奨励金
・企業立地促進奨励金
・融資制度、優遇税制（農工法、過疎法） など

・「企業立地促進法」を活用した受入れ体制整備
・適地の確保
・事務処理の迅速化 など

・人材の育成と確保 など

・立地企業訪問 など

・受注機会の拡大 などⅣ立地企業と県内企業との交流促進
Ⅳ立地企業と県内企業との交流促進

Ⅱ受け入れ基盤の整備
Ⅱ受け入れ基盤の整備

・情報通信基盤の活用
・幹線道路等のインフラ整備
・医療、福祉、教育環境の整備
・地域の魅力の向上 など

産業立地推進施策の展開

・全庁挙げての取り組み
・立地相談の一元的対応、調整（産業立地室）

山梨県産業立地推進本部

Ⅰ産業誘致の推進
Ⅰ産業誘致の推進

国内企業・外資系企業（ＩＴ関連産業、バイオ産業、研究施設等）

本県経済の活性化本県経済の活性化

市 町 村

地域産業活性化協議会

各市町村による主体的な
産業立地推進策の展開

各市町村による主体的な
産業立地推進策の展開

・事業用地の確保

・優遇制度などの支援措置

・道路等のインフラ整備

・各種規制への迅速な対応
など

目的：地域産業活性化基本計画の策定
構成：県、市町村、商工団体等

本県ゆかりの財界人等の協力

Ⅴ推進体制
Ⅴ推進体制



平成１９年４月２５日 課 名 農政部農業技術課

件 名 山梨県立農業大学校のあり方検討委員会の設置について

○本県農業・農村を取り巻く環境は、農家数の減少、農業従事者の高齢化が

進み、厳しい状況にあり、地域農業を担う農業者の確保・育成が大きな課題

経 となっている。

○次代の本県農業を担う農業経営者と農業指導者を養成することを目的とす

る県立農業大学校の本科課程や研究科課程の入校生は、最近では、定員の半

数以下となっている。

緯

○一方、職業訓練農業科は、定員の倍近い応募がある。

○山梨県立農業大学校のあり方検討委員会の設置

次の８名の有識者に委嘱し、検討委員会を設置する。

、 。担い手確保対策の一環として 県立農業大学校のあり方について検討する

保坂 由子（山梨県指導農業士会理事）

内 熊本 力（山梨県青年農業士会長）

鈴木 武雄（ 社）山梨県果樹園芸会長）（

細川 義雄（ＪＡ中央会農業振興部長）

山本 賢治（山梨県農業会議事務局長）

小林 幸子（山梨県生活研究グループ連絡協議会長）

木下 耕一（山梨県農業共済組合連合会技術顧問）

久保田 公雄（山梨県立農林高校長）

容 ○第一回検討委員会の開催

日 時 平成１９年４月２７日（金）午前１０時～

会 場 県庁別館１０１会議室

内 容 委員の委嘱

協議「農業大学校の現状と課題について」

問い合わせ先

担い手金融担当 杉山

（内線）５３６１

（直通）２２３－１６１９


